
（用紙Ａ４）

建設業法第７条第２号
イ、ロ若しくはハ又は
同法第15条第２号イ若
しくはハに該当する者

その他の技術関係使用人

本店 ２人 ２人 ６人 １０人

小樽支店 ２　 １　 ３　 ６　

合        計 ４人 ３人 ９人 １６人

記載要領
  １　この表には、法第５条の規定（法第17条において準用する場合を含む。）に基づく許可の申請の場合
　　は、当該申請をする日、法第11条第３項（法第17条において準用する場合を含む。）の規定に基づく届
　　出の場合は、当該事業年度の終了の日において建設業に従事している使用人数を、法第17条の２の規定
　　に基づく認可の申請の場合は、譲渡及び譲受け又は合併若しくは分割をした後に、法第17条の３の規定
　　に基づく認可の申請の場合は、相続の認可を受けた後に建設業に従事する予定である使用人数を、営業
    所ごとに記載すること。
  ２　「使用人」は、役員、職員を問わず雇用期間を特に限定することなく雇用された者（申請者が法人の
　　場合は常勤の役員を、個人の場合はその事業主を含む。）をいう。
  ３　「その他の技術関係使用人」の欄は、法第７条第２号イ、ロ若しくはハ又は法第15条第２号イ若しく
　　はハに該当する者ではないが、技術関係の業務に従事している者の数を記載すること。
　４　様式第一号別紙二に記載した順に記載する。
　５　許可に係る専任技術者（要件を満たすものに限る。）の人数を記載する。
　６　建設業に従事する事務関係の使用人数を記載する。
　７　人数に労務者、アルバイト及びパート職員は含めない。

様式第四号（第二条、第十三条の二、第十三条の三関係）

令和　　　年　　　月　　　日

使　　用　　人　　数

営 業 所 の 名 称

技　術　関　係　使　用　人

事務関係使用人 合　　　計

34 5 6
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様式第六号（第二条、第十三条の二、第十三条の三関係）

北海道札幌市中央区北３条西６丁目３番１２号

北海道建設株式会社

代表取締役　北　海　太　郎　　　　　　　

殿

記載要領

　「 　「

、 、 　については不要なものを消すこと

　　　   　　   」 」

北海道知事

地方整備局長

（用紙Ａ４）

誓　　　　約　　　　書

            　　、                の役員等及び建設業法施行令第３条に規定する使

用人並びに法定代理人及び法定代理人の役員等は、建設業法第８条各号（同法第17条にお
いて準用される場合を含む。）に規定されている欠格要件に該当しないことを誓約しま
す。

令和　　年　　　月　　　日

北海道開発局長

申 請 者
譲 受 人

合併存続法人
分割承継法人

申 請 者
譲 受 人

合併存続法人
分割承継法人

申 請 者
譲 受 人
合併存続法人
分割承継法人

申 請 者
譲 受 人
合併存続法人
分割承継法人

申 請 者
譲 受 人
合併存続法人
分割承継法人

地方整備局長

北海道開発局長

知事

1

1 1

2

1
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１　不要のものを消す。

２　欠格要件

1 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者

次の理由により建設業許可を取り消され、その取消の日から5年を経過しない者

2 ・不正手段（虚偽の申告等）により建設業の許可を得た。（建設業法第29条第1項第5号）

・建設業法第28条第1項各号の一に該当する内容で情状特に重い行為を行った。（建設業法

第29条第1項第6号）

・同法の営業停止処分に違反し営業行為を行った。（建設業法第29条第1項第6号）

3
取消処分を受ける前に行われる行政手続法の聴聞の通知を受け取った日以後に廃業届けした

者で、届出の日から5年を経過しない者

4
上記の聴聞の通知を受け取った日前60日以内にその法人及び個人事業者の役員及び建設業法

施行令第3条の使用人であった者で廃業届けの届出の日から5年を経過しない者

5
建設業法第28条第3項又は第5項の規定（他法令違反、工事の施工管理が著しく不適当な

ど）による営業停止処分期間中の者

6
法人の役員、個人事業主、建設業法施行令第3条の使用人で建設業法第29条の4による営業

禁止処分期間中の者

処分の日以前から他の許可業者の

役員、建設業法施行令第3条の使

用人を兼ねている場合、その会社

の欠格要件とはならない

7
禁固以上の刑に処せられ、その刑の執行を終わり、又はその刑の執行を受けることがなく

なった日から5年を経過しない者

8
次に挙げる罪を犯したことにより、罰金の刑に処せられ、その刑の執行を終わり、又はその

刑の執行を受けることがなくなった日から5年を経過しない者
建設業法施行令第3条の2参照

・建設業法違反

・建設工事の施工に関する法令違反、建設工事に従事する労働者の使用に関する法令違反

（建設業法施行令第3条の2に規定する建築基準法、宅地造成等規制法、都市計画法、景観

法、労働基準法、職業安定法及び労働者派遣法。）

・暴力団員による不当な行為の防止に関する法律違反

・刑法第204条（傷害罪）、第206条（現場助勢罪）、第208条（暴行罪）、第208条の2

（凶器準備集合罪）、第222条（脅迫罪）、第247条（背任罪）の罪

・暴力行為等処罰に関する法律の罪

9 暴力団員又は暴力団員でなくなった日から5年を経過しない者

10
心身の故障により建設業を適正に営むことができない者（精神の機能の障害により、建設業

を適正に営むに当たって必要な認知、判断及び意思疎通を適正に行うことができない者）

11 未成年者の法定代理人が、建設業法第８条第11号の規定に該当するもの 建設業法第８条参照

12 暴力団員等がその事業活動を支配する者

建設業法第8条の欠格要件

備　考

処分の日以前から他の許可業者の

役員、建設業法施行令第3条の使

用人を兼ねている場合、その会社

の欠格要件とはならない

許可を受けようとする者が次の要件（役員等又は政令第３条に規定する使用人は、１から４又は６か

ら10。）のいずれかに該当する場合、許可を受けることはできません。また、許可後において、１

又は７から12の要件のいずれかに該当した場合、許可取消処分となります。

処分の日以前から他の許可業者の

役員、建設業法施行令第3条の使

用人を兼ねている場合、その会社

の欠格要件とはならない

- 74 -



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑴　
（１）　下記の者は、建設業に関し、次のとおり第７条第１号イ　　⑵　　に掲げる経験を有することを証明します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑶

取締役

平成21年　４月から　平成30年　３月まで　満　９年　０月

証明者の取締役

北海道札幌市中央区北３条西６丁目３番１２号
北海道建設株式会社

⑴
（２）　下記の者は、許可申請者 で第７条第１号イ ⑵ に該当する者であることに相違ありません。

⑶

北海道札幌市中央区北３条西６丁目３番１２号
北海道建設株式会社

殿

大臣

知事 振興局ｺｰﾄﾞ 許可年月日

◎【新規・変更後・常勤役員等の更新等】

北海道札幌市北区北３３条西４丁目５番６号

◎【変　　更　　前】

備考
　常勤役員等の略歴については、別紙による。

日年生 年 月 日

18

氏 名 ２ １

3 5 10 13 14 16

月

3 日

住 所

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

S 4 0 年 0 1生 年 月 日

18

氏 名 ２ ０ 北 海 一 男

3 5 10 13 14 16

月 2

－ ）第

記

3

氏名のフリガナ １ ９ ホ ッ
元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

5 月 12 9 5 日
北海道知事 特

号 平成 2 9 年 00 0 4 5 6 7許可（
般

許 可 番 号 １ ８ 0 1 5 1
国土交通大臣

（１．新規　　　２．変更　　　３．常勤役員等の更新等）

変
の 年 月 日 令和　　　年　　　月　　　日

ｺｰﾄﾞ

3 5 10 11 13 15

項 番 3

申 請 又 は 届
出 の 区 分

１ ７ 3

地方整備局長
北海道開発局長 申請者

北海道知事 届出者  　代表取締役　　北　海　太　郎　　　　　　　

証明者　代表取締役　　北　海　太　郎　　　　　　　

令和　　　年　　　月　　　日

の常勤の役員
本人

の支配人

常 勤 役 員 等（ 経 営 業 務 の 管 理 責 任 者 等 ）証 明 書

役 職 名 等

経 験 年 数

備 考

令和　　　年　　　月　　　日

様式第七号（第三条関係） （用紙Ａ４）

０ ０ ０ ０ ２

証明者と被証
明者との関係

2 2

2

2

8

12

13

14

15 12

16

9

3

4

5

6

12

2

7

10

11
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15　姓と名の間は１カラム空ける。法人場合は登記事項証明書、個人の場合は住民票の字で記入する。ただし、専任技術者等を兼ねていて国家
　資格等がある場合は資格認定証明書の字で記入する。
16　現住所が住民票と異なる場合は、現住所と住民票の住所を併記する。

11　８で「２．変更」とした場合は、◎【新規・変更後・常勤役員等の更新等】の欄及び◎【変更前】の欄の両方に必要事項を記入する。

９　次の表に掲げる振興局コードを記入する。

13　複数の許可を受けている場合は最も古いものを記入する。

10　８で「１．新規」又は「３．常勤役員等の更新等」とした場合は、◎【新規・変更後・常勤役員等の更新等】の欄に必要事項を記入する。

７　被証明者に使用者がいる場合にはその使用者（法人の場合は当該法人の代表者、個人の場合は当該個人）を記載する。ただし、これらの者
  の証明を得ることができない正当な理由がある場合には、「備考」欄にその理由を記載して、この証明書に記載された事実を証し得る他の者
  を証明者とすることができる。この場合にあっては、その証明者の氏名及び役職を記載する。

２　不要のものを消す。

８　「１．新規」・・・・・・・・・　許可を受けようとする行政庁に対し、初めて常勤役員等としての証明を行う場合
    「２．変更」・・・・・・・・・　現在証明されている常勤役員等に変更があつた場合
    「３．常勤役員等の更新等」・・　常勤役員等について、現在証明されている者のままとする場合

12　右詰で記入し、空位のカラムに「０」を記入する。

14　姓の最初の２文字を記入する。濁音又は半濁音を表す文字については、例えばギ又はパのように１文字として扱う。

１　被証明者１人につき証明者別に作成する。

３　代表取締役、取締役、事業主、支配人等の被証明者の役職名を記載する。
４　被証明者の経営業務の管理責任者としての経験を有した期間を記載する。
５　証明者の立場から見た被証明者との関係を記載する。
６　証明者が申請者以外の建設業者の場合、許可番号、許可年月日及び許可を受けた建設業の種類を記載する。

振興局名 コード
石狩振興局 ５１
渡島総合振興局 ５２
檜山振興局 ５３
後志総合振興局 ５４
空知総合振興局 ５５
上川総合振興局 ５６
留萌振興局 ５７
宗谷総合振興局 ５８
ｵﾎｰﾂｸ総合振興局 ５９
胆振総合振興局 ６０
日高振興局 ６１
十勝総合振興局 ６２
釧路総合振興局 ６３
根室振興局 ６４
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記載要領

※　「賞罰」の欄は、行政処分等についても記載すること。

　
令和　２年１０月　１日 氏　名　

　上記のとおり相違ありません。

北海　一男

罰

　なし
賞

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

年　　　月　　　日 賞　　　　罰　　　　の　　　　内　　　　容

自　　　　　年　　　月　　　日

歴 至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　平成２１年　　４月　　１日
北海道建設（株）　取締役就任　　現在に至る

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

　　取　締　役

自　平成１０年　　４月　　１日
北海道建設（株）　入社　営業課長

至　平成１６年　　３月　３１日

職 自　平成１６年　　４月　　１日
北海道建設（株）　営業部長

至　平成２１年　　３月　３１日

１　現住所が住民票と異なる場合は、現住所と住民票の住所を併記する。

２　許可等の申請時における職名を記載する。

３　現在に至るまでの職歴を記載する。特に、建設業に係るものはすべて記載する。

４　建設業の行政処分及び行政罰、その他賞罰すべてについて記載する。処罰がない場合は「なし」と記載する。

別紙 （用紙Ａ４）

常勤役員等の略歴書

現 住 所 　　北海道札幌市北区北３３条西４丁目５番６号

期　　　　　　間 従　　事　　し　　た　　職　　務　　内　　容

自　昭和６２年　　４月　　１日
（株）東北建設　入社　工事部に勤務

至　平成１０年　　３月　３１日

氏 名 北海　一男 生 年 月 日 昭和４０年　１月２３日生　

職 名

1

2

3

4
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（１）　下記の者は、次のとおり第７条第１号ロ に掲げる経験を有することを証明します。

取締役

平成30 年　４月から　令和２年　９月まで　満　２年　６月

証明者の取締役

北海道札幌市西区西野２条５丁目３番６０号
株式会社大空工業

（２）　下記の者は、許可申請者 で第７条第１号ロ に該当する者であることに相違ありません。

北海道札幌市西区西野２条５丁目３番６０号
株式会社大空工業

殿

大臣

知事 振興局ｺｰﾄﾞ 許可年月日

◎【新規・変更後・常勤役員等の更新等】

北海道札幌市厚別区厚別中央２条４丁目５番２０号

◎【変　　更　　前】

備考
　　常勤役員等の略歴については、別紙による。

5 日Ｓ 3 0 年 0 1子 生 年 月 日

18

氏 名 ２ １ 大 空 不 二

3 5 10 13 14 16

月 1

6 日

住 所

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

S 5 5 年 0 7生 年 月 日

18

氏 名 ２ ０ 大 空 明 子

3 5 10 13 14 16

月 1

記

3

氏名のフリガナ １ ９ オ オ
元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

5 日
北海道知事 特

号 平成 3 0 年 00 1 2 9 8 7許可（
般

－ ）第

15

許 可 番 号 １ ８ 0 1 5 1
国土交通大臣

6 月 23 0

変 更
の 年 月 日 令和　２年１０月　１日

ｺｰﾄﾞ

3 5 10 11 13

項 番 3

申 請 又 は 届
出 の 区 分

１ ７ 2

令和　　　年　　　月　　　日

地方整備局長
北海道開発局長 申請者

北海道知事 届出者  　代表取締役　　大　空　次　郎　　　　　　　

（１．新規　　　２．変更　　　３．常勤役員等の更新等）

令和　　　年　　　月　　　日

証明者 　代表取締役　　大　空　次　郎　　　　　　　

の常勤の役
⑴
⑵

本 人
の 支 配 人

常勤役員等及び当該常勤役員等を直接に補佐する者の証明書
（第一面）

⑴
⑵

役 職 名 等

経 験 年 数

証明者と被証
明者との関係

様式第七号の二（第三条関係） （用紙Ａ４）

０ ０ ０ ０ ２

備 考

12 12

2 2

3

4

5

6

2

7

2

2

８

13

14

15 12

16

17

10

11

９

2
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⑵
（３）　下記の者は、次のとおり５年以上の建設業の財務管理の業務経験を有し、上記の常勤役員等を直接に補佐する者として適切に配置するものである

ことに相違ありません。

北海道札幌市西区西野２条５丁目３番６０号
株式会社大空工業

殿

財務部長

平成27年　４月から　令和２年　９月まで　満　５年　６月

証明者の財務部長

大臣

知事 振興局ｺｰﾄﾞ 許可年月日

◎【新規・変更後・常勤役員等を直接に補佐する者の更新等】

北海道札幌市豊平区豊平７条１３丁目１番１５号

◎【変　　更　　前】

備考
　　常勤役員等を直接に補佐する者の略歴については、別紙による。

日年生 年 月 日

18

氏 名 ２ ６

3 5 10 13 14 16

月

8 日

住 所

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

Ｓ 4 3 年 1 2生 年 月 日

18

氏 名 ２ ５ 緑 太 郎

3 5 10 13 14 16

月 2

記

3

氏名のフリガナ ２ ４ ミ ド
元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

5 日
北海道知事 特

号 平成 3 0 年 00 1 2 9 8 7許可（
般

－ ）第

令和　　　年　　　月　　　日

ｺｰﾄﾞ

3 5 10 11 13 15

許 可 番 号 ２ ３ 0 1 5 1
国土交通大臣

6 月 2

（用紙Ａ４）

（第二面）

令和　　　年　　　月　　　日

地方整備局長
北海道開発局長 申請者

3 0

備 考

3

申 請 又 は 届
出 の 区 分

２ ２ 1

北海道知事 届出者

（１．新規　　　２．変更　　　３．常勤役員等を直接に補佐する者の更新等）

 　代表取締役　　大　空　次　郎　　　　　　　

役 職 名 等

経 験 年 数

証明者と被証
明者との関係

変 更
の 年 月 日

12 12

3

4

5

6

2

2

18

13

17

19

14

15 12

16

20

21

2
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⑵
　　　　下記の者は、次のとおり５年以上の建設業の労務管理の業務経験を有し、上記の常勤役員等を直接に補佐する者として適切に配置するものである

ことに相違ありません。

北海道札幌市西区西野２条５丁目３番６０号
株式会社大空工業

殿

総務部長

平成21年　４月から　平成30年　３月まで　満　９年　０月

証明者の総務部長

大臣

知事 振興局ｺｰﾄﾞ 許可年月日

◎【新規・変更後・常勤役員等を直接に補佐する者の更新等】

北海道札幌市中央区南２９条西１１丁目１番１号

◎【変　　更　　前】

備考
　　常勤役員等を直接に補佐する者の略歴については、別紙による。

日年生 年 月 日

18

氏 名 ３ ０

3 5 10 13 14 16

月

5 日

住 所

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

Ｓ 4 6 年 1 2生 年 月 日

18

氏 名 ２ ９ 海 五 郎

3 5 10 13 14 16

月 2

記

3

氏名のフリガナ ２ ８ ウ ミ
元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

5 日
北海道知事 特

号 平成 3 0 年 00 1 2 9 8 7許可（
般

－ ）第

令和　　　年　　　月　　　日

ｺｰﾄﾞ

3 5 10 11 13 15

許 可 番 号 ２ ３ 0 1 5 1
国土交通大臣

6 月 2

（用紙Ａ４）

（第三面）

令和　　　年　　　月　　　日

地方整備局長
北海道開発局長 申請者

3 0

備 考

3

申 請 又 は 届
出 の 区 分

２ ７ 1

北海道知事 届出者

（１．新規　　　２．変更　　　３．常勤役員等を直接に補佐する者の更新等）

 　代表取締役　　大　空　次　郎　　　　　　　

役 職 名 等

経 験 年 数

証明者と被証
明者との関係

変 更
の 年 月 日

1212

3

4

5

6

2

2

18

13

17

14

15 12

16

20

21

18
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⑵
　　　　下記の者は、次のとおり５年以上の建設業の業務運営の業務経験を有し、上記の常勤役員等を直接に補佐する者として適切に配置するものである

ことに相違ありません。

北海道札幌市西区西野２条５丁目３番６０号
株式会社大空工業

殿

事業部長

平成21年　４月から　平成30年　３月まで　満　９年　０月

証明者の事業部長

大臣

知事 振興局ｺｰﾄﾞ 許可年月日

◎【新規・変更後・常勤役員等を直接に補佐する者の更新等】

北海道札幌市手稲区富丘１条４丁目３番１号

◎【変　　更　　前】

備考
　　常勤役員等を直接に補佐する者の略歴については、別紙による。

日年生 年 月 日

18

氏 名 ３ ４

3 5 10 13 14 16

月

5 日

住 所

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

Ｓ 4 0 年 0 7生 年 月 日

18

氏 名 ３ ３ 西 三 郎

3 5 10 13 14 16

月 2

記

3

氏名のフリガナ ３ ２ ニ シ
元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

5 日
北海道知事 特

号 平成 3 0 年 00 1 2 9 8 7許可（
般

－ ）第

令和　　　年　　　月　　　日

ｺｰﾄﾞ

3 5 10 11 13 15

許 可 番 号 ２ ３ 0 1 5 1
国土交通大臣

6 月 2

（用紙Ａ４）

（第四面）

令和　　　年　　　月　　　日

地方整備局長
北海道開発局長 申請者

3 0

備 考

3

申 請 又 は 届
出 の 区 分

３ １ 1

北海道知事 届出者

（１．新規　　　２．変更　　　３．常勤役員等を直接に補佐する者の更新等）

 　代表取締役　　大　空　次　郎　　　　　　　

役 職 名 等

経 験 年 数

証明者と被証
明者との関係

変 更
の 年 月 日

13 1312 12

3

4

5

6

2

2

18

13

17

14

15 12

16

20

21

19

2
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19 　18で「２．変更」とした場合は、変更をした年月日を記載する。

20 　18で「１．新規」又は「３．常勤役員等を補佐する者の更新等」に該当する場合は◎【新規・変更後・常勤役員等を補佐する者の更新
等】の欄に必要事項を記入する。

21 　18で「２．変更」とした場合は、◎【新規・変更後・常勤役員等を直接に補佐する者の更新等】の欄及び◎【変更前】の欄の両方に必要
事項を記入する。

22 　常勤役員等を直接に補佐する者の略歴については、常勤役員等を直接に補佐する者、それぞれについて作成する。

18 　「１．新規」・・・・・・・・・・・・・・　許可を受けようとする行政庁に対し、初めて常勤役員等を補佐する者としての証明を行う
場合
  「２．変更」・・・・・・・・・・・・・・　現在証明されている常勤役員等を補佐する者に変更があつた場合
  「３．常勤役員等を補佐する者の更新等」・　常勤役員等を補佐する者について、現在証明されている者のままとする場合

13 　複数の許可を受けている場合は最も古いものを記入する。

　現住所が住民票と異なる場合は、現住所と住民票の住所を併記する。

　次の表に掲げる振興局コードを記入する。

３ 　代表取締役、取締役、事業主、支配人、営業部長等の被証明者の役職名を記載する。

16

17

５ 　証明者の立場から見た被証明者との関係を記載する。

14

　姓と名の間は１カラム空ける。法人場合は登記事項証明書、個人の場合は住民票の字で記入する。ただし、専任技術者等を兼ねていて国
家資格等がある場合は資格認定証明書の字で記入する。

15

８ 　「１．新規」・・・・・・・・　許可を受けようとする行政庁に対し、初めて常勤役員等としての証明を行う場合
  「２．変更」・・・・・・・・　現在証明されている常勤役員等に変更があつた場合
  「３．常勤役員等の更新等」・　常勤役員等について、現在証明されている者のままとする場合

10 　８で「１．新規」又は「３．常勤役員等の更新等」とした場合は、◎【新規・変更後・常勤役員等の更新等】の欄に必要事項を記入す
る。

12 　右詰で記入し、空位のカラムに「０」を記入する。

４ 　被証明者の常勤役員等としての経験を有した期間を記載する。

　姓の最初の２文字を記入する。濁音又は半濁音を表す文字については、例えばギ又はパのように１文字として扱う。

１ 　被証明者１人につき証明者別に作成する。

２ 　不要のものを消す。

11 　８で「２．変更」とした場合は、◎【新規・変更後・常勤役員等の更新等】の欄及び◎【変更前】の欄の両方に必要事項を記入する。

9 　８で「２．変更」とした場合は、変更をした年月日を記載する。

６ 　証明者が申請者以外の建設業者の場合、許可番号、許可年月日及び許可を受けた建設業の種類を記載する。

７ 　被証明者に使用者がいる場合にはその使用者（法人の場合は当該法人の代表者、個人の場合は当該個人）を記載する。ただし、これらの
者の証明を得ることができない正当な理由がある場合には、「備考」欄にその理由を記載して、この証明書に記載された事実を証し得る他
の者を証明者とすることができる。この場合にあっては、その証明者の氏名及び役職を記載する。

振興局名 コード
石狩振興局 ５１
渡島総合振興局 ５２
檜山振興局 ５３
後志総合振興局 ５４
空知総合振興局 ５５
上川総合振興局 ５６
留萌振興局 ５７
宗谷総合振興局 ５８
ｵﾎｰﾂｸ総合振興局 ５９
胆振総合振興局 ６０
日高振興局 ６１
十勝総合振興局 ６２
釧路総合振興局 ６３
根室振興局 ６４
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記載要領

※　「賞罰」の欄は、行政処分等についても記載すること。

　
令和　２年１０月　１日 氏　名　

　上記のとおり相違ありません。

大空　明子

罰

　なし
賞

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

年　　　月　　　日 賞　　　　罰　　　　の　　　　内　　　　容

自　　　　　年　　　月　　　日

歴 至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　平成３０年　　４月　　１日
（株）西部建設工業　取締役就任　現在に至る

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　平成２４年　　４月　　１日
（株）西部建設工業　総務課長

至　平成２７年　　３月　３１日

自　平成２７年　　４月　　１日
（株）西部建設工業　営業部長

至　平成３０年　　３月　３１日

自　平成１８年　　４月　　１日
（株）帝国建設　営業部に勤務

至　平成２１年　　３月　３１日

職 自　平成２１年　　４月　　１日
（株）西部建設工業　入社　事業部に勤務

至　平成２４年　　３月　３１日

自　平成１５年　　４月　　１日
（株）帝国建設　入社　事業部に勤務

至　平成１８年　　３月　３１日

氏 名 大空　明子 生 年 月 日 昭和５５年　７月１６日生

職 名   取締役

別紙一 （用紙Ａ４）

常勤役員等の略歴書

現 住 所   北海道札幌市厚別区厚別中央２条４丁目５番20号

期　　　　　　間 従　　事　　し　　た　　職　　務　　内　　容

4

3

1

2
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記載要領

※　「賞罰」の欄は、行政処分等についても記載すること。

　
令和　２年１０月　１日 氏　名　

　上記のとおり相違ありません。

緑　太郎

罰

　なし
賞

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

年　　　月　　　日 賞　　　　罰　　　　の　　　　内　　　　容

自　　　　　年　　　月　　　日

歴 至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　平成２４年　　４月　　１日
（株）西部建設工業　財務課長

至　平成２７年　　３月　３１日

自　平成２７年　　４月　　１日
（株）西部建設工業　財務部長　現在に至る

至　　　　　年　　　月　　　日

自　平成１２年　　４月　　１日
（株）西部建設工業　営業部に勤務

至　平成２２年　　３月　３１日

職 自　平成２２年　　４月　　１日
（株）西部建設工業　事業部に勤務

至　平成２７年　　３月　３１日

自　平成　２年　　４月　　１日
（株）西部建設工業　入社　総務部に勤務

至　平成１２年　　３月　３１日

氏 名 緑　太郎 生 年 月 日 昭和４６年１２月２８日生

職 名   財務部長

別紙二 （用紙Ａ４）

常勤役員等を直接に補佐する者の略歴書

現 住 所   北海道札幌市豊平区豊平７条１３丁目１番１５号

期　　　　　　間 従　　事　　し　　た　　職　　務　　内　　容

4

3

1

2

6
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　建設業の行政処分及び行政罰、その他賞罰すべてについて記載する。処罰がない場合は「なし」と記載する。

5 　常勤役員等を直接に補佐する者の略歴については、常勤役員等を直接に補佐する者、それぞれについて作成する。

４

１ 　現住所が住民票と異なる場合は、現住所と住民票の住所を併記する。

２ 　許可等の申請時における職名を記載する。

３ 　現在に至るまでの職歴を記載する。特に、建設業に係るものはすべて記載する。
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